
会計実施細則（抜粋）（令和７年４月１日施行） 

   第６章 契約 

 （入札の原則等） 

第34条 契約担当役は、規程第23条及び第24条の規定による競争に付す場合には、入

札の方法により行わなければならない。この場合の方法は、紙によるほか、インタ

ーネット環境を利用して電子的に行うことができるものとする。 

２ 契約担当役は、規程第23条により一般競争に付す場合には、その入札日の前日か

ら起算して少なくとも10日前に機構のホームページその他の方法により公告しなけ

ればならない。ただし、急を要する場合においては、その期間を５日までに短縮す

ることができる。 

３ 契約担当役は、第１項の規定により入札を行う場合において、入札者から提出さ

せた入札書については、これを差し替えさせ、変更させ又は取り消しをさせてはな

らない。 

４ 前３項に定めるもののほか、入札に必要な手続は、財務企画部長が実施細則に定

めるところによる。 

 （競争契約の参加資格） 

第35条 契約担当役は、規程第24条の２の規定により資格を定めた場合においては、

その定めるところにより、一般競争又は指名競争（以下「競争」という。）に参加

しようとする者の申請を待って、その者が当該資格を有するかどうかを審査しなけ

ればならない。 

 （指名基準） 

第36条 契約担当役は、競争に参加する者を指名する場合の基準を定める。 

 （契約締結前の調査） 

第37条 契約担当役は、契約の締結前に契約希望者の資産、信用、給付能力その他の

資格に関する調査を行う。 

２ 規程第28条第２項の調査は、予定価格が 1,000万円を超える工事又は製造その他

の請負契約であって競争入札による場合を対象とし、相手方となるべき者の申込み

に係る価格が、予定価格に別表第６に掲げる割合を乗じて得た額（以下「基準価格

」という。）を超えないときに行う。 

 （指名競争に付することができる要件） 



第38条 規程第24条第２項の規定により指名競争に付することができる場合は、次に

掲げる場合とする。 

 一 予定価格が 800万円を超えない工事又は物の製造をさせる場合 

 二 予定価格が 500万円を超えない財産の買入れをする場合 

 三 予定賃借料の年額又は総額が 300万円を超えない財産の借入れをする場合 

 四 予定賃貸料の年額又は総額が 100万円を超えない財産の貸付けをする場合 

 五 予定価格が 200万円を超えない財産の売払いをする場合 

 六 予定価格が 350万円を超えない役務の供給をさせる場合 

 （随意契約に付することができる要件） 

第39条 規程第25条第２項の実施細則で定める随意契約によることができる場合は、

次に掲げる場合とする。 

一 予定価格が 400万円を超えない工事又は物の製造をさせる場合 

二 予定価格が 300万円を超えない財産の買入れをする場合 

三 予定賃借料の年額又は総額が 150万円を超えない財産の借入れをする場合 

四 予定賃貸料の年額又は総額が50万円を超えない財産の貸付けをする場合 

五 予定価格が 100万円を超えない財産の売払いをする場合 

六 予定価格が 200万円を超えない役務の供給をさせる場合 

七 運送又は保管をさせる場合 

八 公共用、公用又は公益事業の用を目的として、国、地方公共団体又は事業者と

の間で契約をする場合  

九 事業協同組合、事業協同小組合若しくは協同組合連合会又は商工組合若しくは

商工組合連合会から直接に財産の買入れをする場合 

  十 慈善のため設立した救済施設から直接に財産を買い入れ若しくは借り入れ又は

  慈善のため設立した救済施設から役務の提供を受ける場合 

 （随意契約の特例） 

第40条 競争に付しても入札者がないとき又は再度の入札に付しても落札者がないと

きは、随意契約によることができる。ただし、保証金及び期限を除くほか、当初競

争に付するとき定めた価格その他の条件を変更することができない。 

２ 落札者が契約を結ばないときは、その落札金額の範囲内において随意契約による

ことができる。ただし、期限を除くほか当初競争に付するとき定めた条件を変更す



ることができない。 

 （契約に係る情報の公表） 

第41条 規程第30条の２ただし書の実施細則で定める契約は、機構の行為を秘密にす

る必要がある契約及び予定価格が次の各号に掲げる金額を超えない契約とする。た

だし、第３項第13号及び第14号に規定する契約の場合にあっては、10万円未満の金 

額の契約とする。 

一 工事又は物の製造をさせる場合は 400万円 

二 財産の買入れをする場合は 300万円 

三 財産の借入れをする場合は年額又は総額が 150万円 

四 役務の供給をさせる場合は 200万円 

２ 規程第30条の２の規定による公表は、次の各号に定めるところにより機構ホーム

ページにおいて行うものとし、少なくとも契約を締結した日の翌日から起算して１

年を経過する日まで公表を継続しなければならない。 

 一 次項第１号から第12号までに掲げる事項については、契約を締結した日の翌日

 から起算して72日以内に公表を行う。ただし、各年度の４月１日から４月30日ま

 での間に締結した契約の場合にあっては、93日以内に公表を行うことができる。 

 二 次項第13号及び第14号に掲げる事項については、契約を締結した四半期分ごと

  に当該四半期終了後72日以内に公表を行う。 

 三 次項第15号に掲げる事項については、契約を締結した年度の翌年度９月末を目

  途に公表を行う。 

３ 規程第30条の２の規定により公表する内容は、次の各号に掲げる事項とし、第１

号から第13号までに掲げる事項にあっては、契約情報の公表について（第37-1号書

式又は第37-2号書式）により、第14号に掲げる事項にあっては、公益法人への契約

以外の支出について（第37-3号書式）により、第15号に掲げる事項にあっては、公

益法人等への会費支出の状況（第37-4号書式）により、第16号に掲げる事項にあっ

ては、公益法人への支出の見直しの状況（第37-5号書式又は第37-6号書式）及び公

益法人への契約以外の支出についての見直しの状況（第37-7号書式）により公表す

る。 

一 工事の名称、場所及び期間又は物品等若しくは役務の名称及び数量 

二 契約担当役等の氏名及びその所属の所在地 



三 契約を締結した日 

四 契約の相手方の商号又は名称及び住所 

五 契約の相手方の法人番号 

六 一般競争又は指名競争の別及び総合評価方式によった場合は、その旨（随意契

約を行った場合を除く。） 

七 予定価格（公表したとしても、他の契約の予定価格を類推されるおそれがない

と認められるもの又は機構の事務又は事業に支障を生じるおそれがないと認めら

れるものに限る。） 

八 契約金額（契約金額を公表しないことが通例となっている契約形態で、相手方

との契約により実際に個別の金額を公表しないこととなっているものを除く。） 

九 落札率（契約金額を予定価格で除したものに百を乗じて得た率。予定価格を公

表しない場合を除く。） 

十 随意契約によることとした規程等の根拠条文及び理由（理由は、具体的かつ詳

細に記載すること。また、公募手続（第44条に規定する「公募手続」をいう。）

又は企画競争手続（第45条に規定する「企画競争手続」をいう。）を行った場合

には、その旨を記載すること。） 

十一 機構の主務省と同一の所管に属する公益法人（公益社団法人及び公益財団法

人の認定等に関する法律（平成18年法律第49号。以下この項において「認定法」

という。）第２条第３号に規定する公益法人をいい、一般社団法人及び一般財団

法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施

行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成18年法律第50号。以下この項にお

いて「整備法」という。）第42条第２項に規定する特例民法法人を含む。以下こ

の項において同じ。）と随意契約を締結する場合で、当該公益法人に機構の常勤

職員であった者が役員として、契約を締結した日に在職していたときは、当該役

員の人数 

十二 機構の主務省と同一の所管に属する公益法人と随意契約を締結する場合で、

当該公益法人に国の常勤職員であったものが役員として、契約を締結した日に在

職していたときは、当該役員の人数 

十三 国の所管に属する公益法人と契約を締結する場合にあっては、当該公益法人

の区分（認定法第２条第１号に規定する公益社団法人、同条第２号に規定する公



益財団法人、整備法第42条第１項に規定する特例社団法人又は同項に規定する特

例財団法人の区分をいう。以下この項において同じ。）及び国所管又は地方所管

の区分並びに応札・応募者数 

十四 国の所管に属する公益法人と第48条第１項の規定により契約書の作成を省略

した契約を締結する場合にあっては、当該公益法人の名称、当該公益法人の区分

、国所管又は地方所管の区分、支出名目・趣旨等、支出額、支出日等並びに当該

支出のうち会費（会費、賛助会費、購読会費等名目の如何を問わずこれらに類す

る支出をいう。以下この項において同じ。）の支出がある場合における当該公益

法人が定める会費一口当たりの金額又は最低の金額及び支出の理由等 

 十五 公益法人及び一般社団法人・財団法人（以下「公益法人等」という。）と会

  費の支出を伴う契約を締結する場合にあっては、当該公益法人等の名称、支出名

  目・趣旨等、支出額、当該公益法人等が定める会費一口当たりの金額又は最低の

  金額、支出日等及び支出の理由等 

  十六 この項の規定により公表する国の所管に属する公益法人との契約のうち、一

件当たり1,000万円以上の金額の支出を伴う契約で、次のイ又はロに該当するも

 のを締結する場合にあっては、当該契約内容についての点検結果及び継続的に

契約を行っているかどうかについての有無 

    イ  前年度において、同一法人に対し同一又は類似の内容で支出されている契約 

    ロ 随意契約又は一者応札となっている契約 

十七 その他必要な事項 

４ 前項の規定による公表のほか、機構において役員を経験した者が契約の相手方に

再就職し、又は機構において管理職（独立行政法人住宅金融支援機構の職種及び職

位に関する規程（平成19年住機規程第３号）第２条第８号に定める管理職をいう。

）を経験した者が契約の相手方の役員（助言すること等により、当該契約の相手方

の経営又は業務運営に影響力を有する者を含む。）として再就職している場合で、

当該契約の相手方と機構との間の直近の年度における取引高（機構との契約に係る

売上高又は事業収入をいう。以下同じ。）が、当該契約の相手方の直近の財務諸表

における総売上高又は事業収入の３分の１以上を占めているときは、次の各号に掲

げる事項を独立行政法人の契約に係る情報の公表（第37の２号書式）により公表す

る。ただし、契約の相手方が次の各号に掲げる事項の公表に同意しない場合には、



当該書式により契約の相手方が当該公表に同意しない旨公表する。 

 一 契約の相手方における再就職者の人数、職名及び機構における最終職名 

 二 契約の相手方と機構との間の取引高 

 三 契約の相手方の総売上高又は事業収入に占める、機構との間の取引高の割合が

、次の区分のいずれかに該当する旨 

  イ ３分の１以上２分の１未満 

  ロ ２分の１以上３分の２未満 

  ハ ３分の２以上 

 四 一般競争、指名競争及び公募手続又は企画競争手続により契約の相手方を決定

した場合において、これらの手続等に参加した者が一者である場合はその旨 

５ 光熱水料、燃料費及び通信費の支出に係る契約の相手方については、前項の規定

を適用しない。 

６ 前各項に定めるほか、契約に係る情報の公表に必要な手続は、財務企画部長が実

施細則に定めるところによる。 

 （予定価格） 

第42条 規程第26条第２項の実施細則で定める予定価格の審査その他予定価格の決定

及び取扱いに関して必要な事項については、次の各号に定めるところによる。 

一 契約担当役は、契約しようとする事項の価格を当該事項に関する仕様書、設

計書等によって予定し、その予定した価格を記載した文書（以下「予定価格調書

」 という。）を作成しなければならない。 

二 予定価格は、契約しようとする事項の価格の総額について定めなければならな

い。ただし、一定期間継続してする製造、修理、加工、売買、供給、使用等の契

約の場合においては、その単価をもって予定価格を定めることができる。 

三 予定価格は、契約の目的となる物件又は役務について、取引の実例価格、需給

の状況、履行の難易、数量の多寡、履行期間の長短等を考慮して適正に定めなけ

ればならない。 

四 契約担当役は、競争入札による場合（不動産管理規程第１条に規定する不動産

の売払いに係る場合を除く。）、予定価格調書を封書にして秘匿し（予定価格調

書を電磁的記録により作成する場合にあっては、当該電磁的記録に契約担当役以

外の者が認知できない措置を講じ）、開札の際これを開札場所に置かなければな



らない。 

五 前号の場合において、第37条第２項の調査の対象となるときは、予定価格調書

に、同項に規定する基準価格を併せて記載する。 

六 契約担当役は、随意契約による場合、契約を締結するまでの間原則として予定

価格を秘匿する。ただし、第44条及び第45条に規定する手続による場合並びに事

業者の呈示価格が予定価格と乖離する場合等で価格交渉を促進するために役員が

必要と認めるときは、この限りでない。 

２ 規程第26条第１項ただし書の実施細則で定める予定価格を定めない場合は、随意

契約で、かつ、次に掲げる場合とする。 

一 予定価格が 250万円を超えない場合 

二 法令に基づいて料金が定められている場合 

三 特別の事由により特定の料金によらなければ契約をすることが不可能又は著し

く困難である場合 

 （総合評価落札方式による競争入札等） 

第43条 規程第28条第４項の規定により契約の相手方を決定する方法は、次の各号に

定めるところによる。 

 一 競争に参加する者の提示する専門的知識、技術、創意等（以下「技術等」とい

う。）によって、調達価格の差異に比して、事業の成果に相当程度の差異が生ず

ると認められる場合においては、調達を必要とする部及び支店の所属長（以下単

に「所属長」という。）が、技術等に関して、複数の者から企画提案書又は技術

提案書（以下「提案書」という。）を提出させ、価格に加え価格以外の技術等の

要素も総合的に評価することにより最適な者を決定する方法（以下「総合評価落

札方式」という。）によることができる。 

 二  需要量が多い等の理由により、一者からの調達だけでは契約の目的が達せられ

 ないと認められる場合においては、予定価格を超えない範囲内で価格又は評価の

 最適な者から順に需要量に達するまで複数の者を選定する方法（以下「複数者選

 定契約」という。）によることができる。 

２ 所属長は、総合評価落札方式を実施しようとする場合、総合評価委員会を調達を

必要とする部又は支店（以下これらを総称し「調達部署」という。）に設置するも

のとし、当該委員会の運営に必要な事項は、別表第７のとおりとする。 



３ 総合評価委員会は、次に掲げる事項を審議する。 

 一 総合評価落札方式の適用の妥当性 

 二 提案書に記載させるべき内容等 

 三 価格及び技術等の各要素を総合的に評価することにより最適な者を決定するた

めの基準（以下「落札者決定基準」という。）の決定 

 四 提案書の審査及び評価 

 五 その他総合評価落札方式の実施に関して所属長が必要と認める事項 

４ 総合評価落札方式においては、次により、契約の相手方として最適な者を決定す

る。 

 一 落札者決定基準について、別表第８に掲げる方法により設定し、総合評価委員

会における審議を経て決定する。 

 二 提案書について、総合評価委員会における審議を経て、技術等の要素に関する

評価に関する点数（以下「技術点」という。）を付与する。 

 三 前号の技術点の付与があった者による入札における価格のうち、予定価格を超

えない範囲内にあるものについて、価格の要素に関する評価に関する点数（以下

「価格点」という。）を付与する。 

 四 技術点及び価格点を合計した総合点の最も高い者を契約の相手方とする。 

５ 契約担当役は、契約の締結後速やかに、次に掲げる事項について、機構ホームペ

ージにおいて公表を行う。 

 一 契約の相手方の商号又は名称及び住所 

 二 契約の相手方を決定した日 

 三 落札価格 

 四 予定価格（公表したとしても、他の契約において予定価格を類推させるおそれ

がないと認められるものに限る。） 

 五 競争に参加した者のそれぞれの総合点 

６ 契約の相手方以外の者は、契約の相手方とされなかった理由について、調達部署

に対し説明を求めることができる。 

７ 入札の原則等に係る第34条の規定及び競争契約の参加資格に関する第35条の規定

は、総合評価落札方式による競争においても適用する。 

８ 前各項のほか、総合評価落札方式及び複数者選定契約に必要な手続は、財務企画



部長が実施細則に定めるところによる。 

 （公募手続） 

第44条 規程第25条第１項の規定により契約の相手方を決定するもののうち、次項に

規定する対象業務を委託しようとする場合において、所属長が、複数の者から参加

申込書の提出を求め、その内容について審査を行うことにより最適な者を決定する

手続を公募手続という。 

２ 公募手続の対象となる業務は、特殊な技術、設備等が不可欠であると考えられる

調査研究、開発その他の業務を当該技術、設備等を有する特定の者に委託しようと

する場合に適用する。 

３ 公募手続は、次のいずれかの方法により実施する。 

 一 公募手続に参加する者に求める要件（以下「参加要件」という。）を満たす者

のうち、全員を契約の相手方とする（以下「一般公募手続」という。）又はその

中から抽選により選んだ者を契約の相手方とする（以下「抽選公募手続」という

。）。 

 二 過去の同種又は類似の調達において一般競争又は次条に規定する企画競争手続

により特定の者が契約の相手方となることが複数回継続したことから、改善に向

けた取組を行っているが、今後も当該特定の者が契約の相手方となることが見込

まれる場合に、参加要件を満たす者の有無について確認を行い、当該特定の者以

外に参加要件を満たす者がいないときは、当該特定の者を契約の相手方とする（

以下「参加確認公募手続」という。）。 

４ 所属長は、公募手続を実施しようとする場合、公募委員会を調達部署に設置する

ものとし、当該委員会の運営に必要な事項は、別表第７のとおりとする。 

５ 公募委員会は、次に掲げる事項を審議する。 

 一 公募手続の適用の妥当性 

 二 参加要件の決定 

 三 参加申込書の審査及び評価 

 四 その他公募手続の実施に関して所属長が必要と認める事項 

６ 一般公募手続又は抽選公募手続においては、次により、契約の相手方を決定する

。 

 一 参加要件について、公募委員会における審議を経て決定する。 



 二 参加申込書について、公募委員会における審議により評価を行い、参加要件を

満たす者の全員又はその中から抽選により選定した者を契約の相手方とする。 

７ 参加確認公募手続においては、次により、契約の相手方を決定する。 

 一 参加要件について、公募委員会における審議を経て決定する。 

 二 参加申込書について、公募委員会における審議により評価を行い。特定の者以

外に参加要件を満たす者がいない場合は、当該特定の者を契約の相手方とする随

意契約によることができる。ただし、当該特定の者以外に参加要件を満たす者が

いる場合は、一般競争（総合評価落札方式による場合を含む。）又は企画競争手

続に移行する。 

８ 公募手続に参加する者の募集は、紙によるほか、インターネット環境を利用して

電子的に行うことができるものとし、また、募集に当たり、参加申込書の提出期限

の日の前日から起算して少なくとも20日前に機構のホームページその他の方法によ

り公告しなければならない。 

９ 競争契約の参加資格に関する第35条の規定は、公募手続において準用する。 

10 前各項のほか、公募手続に必要な手続は、財務企画部長が実施細則に定めるとこ

ろによる。 

 （企画競争手続） 

第45条 規程第25条第１項の規定により契約の相手方を決定するもののうち、次項に

規定する対象業務を委託しようとする場合において、所属長が、複数の者から提案

書の提出を求め、その内容について審査を行うことにより最適な者を決定する手続

を企画競争手続という。 

２ 企画競争手続の対象となる業務は、役務の供給に係る契約で、当該契約の相手方

として最適な者を特定する必要のある場合に適用する。 

３ 所属長は、企画競争手続を実施しようとする場合、企画競争委員会を調達部署に

設置するものとし、当該委員会の運営に必要な事項は、別表第７のとおり定めるも

のとする。 

４ 企画競争委員会は、次に掲げる事項を審議する。 

 一 企画競争手続の適用の妥当性 

 二 提案書に記載させるべき内容等 

 三 最適な提案書を特定するための基準（以下「提案書特定基準」という。）の決



定 

 四 提案書の審査及び評価 

 五 その他企画競争手続の実施に関して所属長が必要と認める事項 

５ 企画競争手続においては、次により、契約の相手方として最適な者を決定する。 

 一 提案書特定基準について、別表第９に掲げる方法により設定し、企画競争委員

会における審議を経て決定する。 

 二 提案書について、企画競争委員会における審議を経て、提案書の評価に関する

点数（以下「評価点」という。）を付与する。 

 三 評価点の合計（以下「合計点」という。）の最も高い提案書を特定し、当該提

案書を提出した者を契約の相手方とする。 

６ 契約担当役は、提案書の特定後速やかに、次に掲げる事項について、機構ホーム

ページにおいて公表を行う。 

 一 特定した提案書を提出した者の名称、住所及び代表者氏名 

 二 提案書の特定がなされた日 

 三 企画競争手続に参加した者のそれぞれの合計点 

７ 契約の相手方以外の者は、契約の相手方とされなかった理由について、調達部署

に対し説明を求めることができる。 

８ 企画競争手続に参加する者の募集は、紙によるほか、インターネット環境を利用

して電子的に行うことができるものとし、また、募集に当たり、提案書の提出期限

の日の前日から起算して少なくとも20日前に機構のホームページその他の方法によ

り公告しなければならない。 

９ 競争契約の参加資格に関する第35条の規定は、企画競争手続において準用する。 

10 前各項のほか、企画競争手続に必要な手続は、財務企画部長が実施細則に定める

。 

 （契約伝票等の起票及び起案） 

第46条 出納をしようとする場合は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各

号に定める伝票等を起票する。 

  一 契約書の作成を省略した契約に基づき出納をしようとする場合（複数回の出納

をする契約にあっては初回の出納をしようとする場合に限る。） 契約伝票（第

38号書式） 



 二 契約書の作成を行った契約に基づき出納をしようとする場合（契約書の作成を

省略した契約のうち、複数回の出納をする契約に基づき２回目以降の出納をしよ

うとする場合を含む。） 支払整理書（第39号書式） 

 三 入金等の出納をしようとする場合 整理書（第40号書式） 

２ 前項に規定する伝票等の起票及び起案は、ワークフローシステムの決議書フォー

ムを利用して行う。ただし、システム障害その他の事情によりワークフローシス

テムの利用ができない場合には、前項各号に規定する書式を使用して起票又は起

案を行う。 

 （契約書の記載事項） 

第47条 規程第30条第１項の規定により契約担当役が作成すべき契約書には、次の各

号に掲げる事項を記載しなければならない。ただし、契約の性質又は目的により該

当しない事項については、この限りでない。 

一 契約の目的 

二 契約金額 

三 履行期限 

四 保証金額 

五 契約履行の場所 

六 契約違反の場合における保証金の処分 

七 危険負担 

八  契約不適合責任 

九 監督及び検査 

十 対価の支払時期及び方法 

十一 遅延利息 

十二 違約金その他の賠償金 

十三 保証金に対する利子 

十四 必要な場合における機構の契約内容調査 

十五 契約に関する紛争の解決方法 

十六 契約解除事由 

十七 談合等不正行為があった場合の違約金等 

十八 反社会的勢力の排除 



十九 その他必要な事項 

２ 契約担当役は、調査、研究又はシステム開発及び運用等の委託契約（予定価格が

 100万円を超えないものを除く。）に係る契約書には、前項各号に掲げる事項に加

え、当該契約の相手方が契約を履行するに当たって、当該契約の全部を一括して第

三者に委託することを禁止する旨及び当該契約の一部を第三者に委託する場合には

、機構の承認を要する旨を記載しなければならない。 

 （契約書の作成省略） 

第48条 規程第30条第２項の実施細則に定める契約書の作成を省略できる場合は、次

に掲げる契約を締結する場合とし、この場合においては契約書の作成を省略して、

請書、見積書、請求書等契約の事実を明らかにする書類をもって、これに代えるこ

とができる。 

一 契約金額が 250万円（外国で契約するときは 350万円）を超えない契約をする

とき 

二 せり売りに付するとき 

三 物品を売り払う場合で、買受人が代金を即納してその物品を引き取るとき 

四 商慣習上、契約書を作成する必要がないと契約担当役が認めるとき 

２ 契約担当役は、調査、研究又はシステム開発及び運用等の委託契約（予定価格が

 100万円を超えないものを除く。）に係る請書等には、当該契約の相手方が契約を

履行するに当たって、当該契約の全部を一括して第三者に委託することを禁止する

旨及び当該契約の一部を第三者に委託する場合には、機構の承認を要する旨を記載

しなければならない。 

 （再委託の承認） 

第49条 契約担当役は、第47条第２項及び前条第２項の規定による契約条項に基づき

、受託者が委託契約の一部を第三者に委託することを希望する場合には、次に掲げ

る事項について書面を提出させ、再委託を行う合理的理由、再委託の相手方が、再

委託される業務を履行する能力及びその他必要と認められる事項について審査を行

うものとする。 

一 再委託の相手方の商号又は名称及び住所 

二 再委託を行う業務の範囲 

三 再委託の必要性 



四 再委託に係る契約金額 

五 その他必要な事項 

２ 契約担当役は、前項の審査の結果、適正であると認められる場合には、承認を行

う。 

３ 前２項に定めるほか、再委託の審査及び承認に必要な手続は、財務企画部長が実

施細則に定めるところによる。 

 （出納命令役に対する通知） 

第50条 契約担当役は、契約を締結しようとするときは、その契約内容等出納命令に

必要な事項を出納命令役に通知するものとする。当該契約を変更し、又は解除しよ

うとする場合も同様とする。 

 （契約の解除） 

第51条 契約担当役は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、契約を解除

し、その旨を相手方に通知しなければならない。 

一 正当な理由がなく、契約期間内に履行を完了しなかった場合又は履行を完了す

る見込みがない場合 

二 契約の履行について、不正行為等により、機構に著しく不利益を及ぼした場合

又は機構に不利益を及ぼすと認められる場合 

（契約の変更） 

第51条の２ 契約担当役は、調達部署が契約の締結後に契約内容の変更を希望する場

合には、次の各号に掲げる事項について審査を行い、全ての事項に該当すると認め

られる場合には、承認を行うことができる。 

 一 変更後の契約内容が契約の締結時の契約内容（締結後に変更を行っている場合

は、当該変更時の契約内容）と同質かつ一体不可分であること。 

 二 変更後の契約の相手方を契約の締結時の相手方（締結後に変更を行っている場

合は、当該変更時の契約の相手方）と同一とする理由が妥当であること。 

 三 契約の変更（契約の締結後に変更を行っている場合は、当該変更を含む。）に

伴い、変更時の契約金額が当該契約に係る支出予算の額の範囲内であり、かつ、

締結時の契約金額から増加する金額が、当該契約金額の30％を超えないこと又は

30％を超えることについてやむを得ない事情があること。 

２ 前項のほか、契約の変更に必要な手続は、財務企画部長が実施細則に定める。 



 （見積書） 

第52条 契約担当役は、随意契約によろうとするときは、なるべく２人以上の者から

見積書を徴さなければならない。 

 （事由書の作成） 

第53条 契約担当役は、次の各号のいずれかに該当する場合には、その事由を明らか

にした調書を作成しなければならない。 

一 規程第24条第１項の規定により一般競争に付することが不利と認められるため

に指名競争に付し契約した場合 

二 規程第25条第１項の規定により競争に付することが不利と認められるため随意

契約により契約した場合 

 


